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第１章 経営戦略策定の趣旨 

1-1 目  的 

 本町下水道事業等では、保有する資産の老朽化に伴う大量更新期の到来や人

口減少等に伴う料金収入の減少等により、事業の経営環境は厳しさを増してお

り、不断の経営健全化の取組が求められている。 

 本業務は、このような中で公営企業が住民の日常生活に欠くことのできない

重要なサービスを提供する役割を果たしており、将来にわたってもサービスの

提供を安定的に継続することが可能となるように、中長期的な経営の基本計画

である「経営戦略」を策定するものである。 

 経営戦略の策定にあたっては、総務省が示した「経営戦略策定ガイドライン 

平成 28 年１月」に準拠した内容とする。 

 

1-2 計画期間 

 計画期間は、平成 28 年度～平成 37 年度の 10 年間とする。 
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第２章 下水道事業の現状と課題 

 

2-1 下水道事業の概要 

 

 本町は、平成 17 年 10 月１日に旧南勢町と旧南島町が合併し、総面積 241.89

ｋｍ2、行政人口 13,799 人（平成 28 年 3 月末）の南伊勢町として下水道事業が

進められている。 

 本町では、特定環境保全公共下水道事業、漁業集落排水事業、農業集落排水

事業の３つの事業を行っている。以下に、各地区の事業種別と供用開始年度を

示す。 

 

 

表 2-1 事業種別と供用開始年度 

対象事業 処理区 供用開始 備考 

公共下水道事業 

五ヶ所・切原・

飯満 
平成 20 年４月  

船越 平成 12 年４月  

中津浜浦 平成５年６月 
H26 年１月廃止 

船越浄化センターに統合

漁業集落排水事業 

神前浦 平成 22 年４月  

奈屋浦・東宮 平成 16 年４月  

方座浦・小方竈 平成 15 年４月  

宿浦 平成 12 年４月  

田曽浦 平成 10 年４月  

南海 平成 24 年 10 月  

農業集落排水事業 穂原 平成 13 年６月  
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2-2 下水道事業の現状 

 本町の公共下水道事業は３処理区あり、そのうち中津浜浦処理区は、平成 26

年１月に廃止し、船越浄化センターに統合されている。他２処理区は整備が完

了している。漁業集落排水事業は６処理区、農業集落排水事業は１処理区あり、

全て整備が完了している。 

 

（１）下水道の普及状況 

 本町の汚水処理の普及状況は、表 2-2、図 2-1 に示すとおりである。平成 27

年度末の公共下水道の普及率は 20.0%、農業集落排水は 6.0%、漁業集落排水は

33.0%、その他合併浄化槽が 11.0％となっており、汚水処理普及率は 70.0%とな

っている。 

表 2-2 普及状況の推移 

 

 

 

図 2-1 普及状況の推移 

汚水処理
人口普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率

（人） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）
H23 15,522 9,675 62.0 2,746 18.0 921 6.0 4,628 30.0 1,380 9.0
H24 15,022 10,251 68.0 3,001 20.0 902 6.0 4,908 33.0 1,440 10.0
H25 14,571 10,017 69.0 2,913 20.0 874 6.0 4,759 33.0 1,471 10.0
H26 14,157 9,879 70.0 2,854 20.0 851 6.0 4,658 33.0 1,516 11.0
H27 13,799 9,682 70.0 2,784 20.0 834 6.0 4,530 33.0 1,534 11.0
出典　公共、集排：町資料より
　　　　浄化槽：「三重の下水道」より

備考
漁業集落排水

年度
行政人口
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（２）下水道の水洗化状況 

 表 2-3、図 2-2 に、公共下水道、農業集落排水及び漁業集落排水の水洗化状

況の推移を示す。平成 27 年度末の公共下水道の水洗化率は 50.9%、農業集落排

水は 76.9%、漁業集落排水は 89.9%となっている。 

 

表 2-3 水洗化状況の推移 

 

 

 

図 2-2 水洗化状況の推移 

  

処理人口 水洗化人口 水洗化率 処理人口 水洗化人口 水洗化率 処理人口 水洗化人口 水洗化率
(人) (人) (％) (人) (人) (％) (人) (人) (％)
① ② ②/① ① ② ②/① ① ② ②/①

H23 2,746 1,232 44.9 921 757 82.2 4,628 3,697 79.9
H24 3,001 1,379 46.0 902 648 71.8 4,908 3,712 75.6
H25 2,913 1,450 49.8 874 636 72.8 4,759 4,050 85.1
H26 2,854 1,445 50.6 851 633 74.4 4,658 4,072 87.4
H27 2,784 1,417 50.9 834 641 76.9 4,530 4,072 89.9
※各年：年度末値
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（３）管渠、処理場の整備状況 

 表 2-4 に管渠の整備状況、表 2-5 に処理場の整備状況を示す。平成 25 年度末

の管渠総延長は約 104km である。また、処理場については、現在稼働している

処理場が９箇所あり、最も古い漁業集落排水（田曽浦地区）で約 18 年（平成

27 年度末時点）が経過している状況である。 

 

表 2-4 管渠の整備状況 

対象事業 処理区 
管渠延長 

(m) 

MP 

(基) 

真空 ST 

(基) 
備考 

公共下水道事業 五ヶ所・切

原・飯満 
 22,669.93 9  

 

船越   9,607.88 19   

中津浜浦   1,370.27 4   

小計  33,648.08    

漁業集落排水事業 神前浦   5,324.95 5   

奈屋浦・東

宮 
 12,045.67 11  

 

方座浦・小

方竈 
  4,671.88 6  

 

宿浦   8,936.88 12   

田曽浦   7,589.95 8   

南海  13,500.00 8 2  

小計  52.069.33    

農業集落排水事業 穂原  14,729.23 19   

合計 104,446.64 101 2  

 ※平成 25 年度末実績 

 

表 2-5 処理場の整備状況 

対象事業 処理区 
処理水量 

（m3/日最大）
備考 

公共下水道事業 五ヶ所・切

原・飯満 
1,200 

 

船越 600  

中津浜浦 
125 

H26 年１月廃止 

船越浄化センターに統合 

漁業集落排水事業 神前浦 485  

奈屋浦・東

宮 
792 

 

方座浦・小

方竈 
289 

 

宿浦 605  

田曽浦 607  

南海 439  

農業集落排水事業 穂原 527  

 ※平成 25 年度末実績  
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（４）下水道経営の状況 

①使用料収入の状況 

 表 2-6、図 2-3 に、使用料収入の推移を示す。平成 27 年度末の公共下水道事

業の使用料は 30.2（百万円）、漁業集落排水事業は 60.6（百万円）、農業集落排

水事業は 10.5（百万円）である。 

 

 

表 2-6 使用料収入の推移 

 

 

 

図 2-3 使用料収入の推移 

  

下水道使用料（百万円）
公共 漁集 農集

H23 94.3 25.1 57.9 11.3
H24 95.8 26.2 58.3 11.3
H25 98.8 27.9 59.9 11.0
H26 100.6 29.6 60.4 10.6
H27 101.3 30.2 60.6 10.5
出典：決算統計より
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②一般会計繰入金の状況 

 表 2-7、図 2-4 に、一般会計繰入金の推移を示す。平成 27 年度末の公共下水

道事業の一般会計繰入金は 161（百万円）、漁業集落排水事業は 219（百万円）、

農業集落排水事業は 20（百万円）である。 

 

 

表 2-7 一般会計繰入金の推移 

 

 

 

図 2-4 一般会計繰入金の推移 

 

  

公共 漁集 農集
H23 369 128 200 41
H24 320 120 169 31
H25 348 143 176 29
H26 424 188 213 23
H27 400 161 219 20
出典：決算統計より
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2-3 下水道事業の課題 

 以上の下水道事業における現状より、課題を以下に取りまとめる。 

 

①下水道の効率的な建設改良投資の実施 

【建設投資】 

 特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業は、管路整備が完了して

いることから、新設の管路整備に係る投資は発生しない予定である。 

漁業集落排水事業については、現在供用開始している、田曽浦・宿浦・礫

浦・相賀浦・奈屋浦・神前浦・方座浦の 7 地区について整備はほぼ完了して

いるため、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業と同様に新設の

管路整備の投資は発生しない予定である。 

但し、漁業集落排水整備事業の計画は有るが未着手となっている・贄浦・

阿曽浦・古和浦の 3 地区については、各地区の要望及び財政面等を鑑みると、

10 年以内の事業着手については再検討の必要があるため、未整備地区につい

て今回の検討からは除外することとする。 

 

【改良投資】 

 各事業において、管路整備が完了していることから、今後は改築更新に係る

費用が発生すると考えられる。 

特定環境保全公共下水道事業については、船越浄化センターは施設の状況を

把握し、改築更新を検討する必要がある。五ヶ所・切原・飯満浄化センターは

供用開始後、年数が経過していないため、今後 10 年間での改築更新費用は発生

しない見込みである。 

農業集落排水事業は、平成 26 年度に実施した機能診断調査結果から、現状通

り小規模修繕で施設を維持できるため、当面、改築更新費用は発生しないと考

える。 

漁業集落排水事業については、老朽化が著しい施設もあるため、長寿命化計

画に従い、今後 10 年間に処理施設の改築更新費用が発生する見込みである。 

 今後 10 年間においては、改築に係る投資は比較的少ない見込みであるが、20

年後、30 年後には、改築費用は増加するものと思われるため、改築更新事業費

の平準化及び効率化を行なっていく必要がある。 
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②下水道の建設改良投資に必要な財源の確保 

 上記より、今後増加する改良投資に対する財源を確保する必要がある。しか

しながら、今後行政人口は減少すると予測され、それに伴い、処理人口、水洗

化人口は減少し、使用料収入の減少が予想される。よって、改築更新に必要な

財源確保が困難になると推測され、厳しい財政状況の中で、改築更新を行って

いく必要がある。 

 

③下水道の安定的な維持管理運営とその費用の確保 

 下水道の整備完了後は、安定した維持管理運営により、下水道サービスを提

供していく必要がある。また、今後下水道の整備に伴い、下水道資産は増加し、

その修繕費、維持管理委託料、処理場施設の動力費等も増加することとなり、

その財源確保が重要となってくる。しかしながら、処理人口、水洗化人口は減

少し、使用料収入の減少が予想され、財源が不足する分については、一般会計

繰入金から補填することとなる。本来、汚水処理に要する費用は、私費（下水

道使用料）で負担することとされているため、一般会計から繰り入れることは、

下水道運営において適正な状況とは言えない。よって、将来にわたって、安定

した維持管理運営を行っていく上では、段階的に使用料単価の見直しを行って

いくことも必要である。 
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0
.0
0

5
00
.
00

1
,0
0
0.
0
0

1
,5
0
0.
0
0

2
,0
0
0.
0
0

2
,5
0
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
2
,1
7
1.
0
9

2
,0
3
1.
1
5

1
,7
7
1.
9
6

1
,4
9
6.
1
1

1
,3
5
6.
3
9

平
均

値
1
,7
6
4.
8
7

1
,6
2
2.
5
1

1
,5
6
9.
1
3

1
,4
3
6.
0
0

1
,4
3
4.
8
9

②
累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)
③

流
動

比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(
％

)

⑤
経

費
回

収
率

(
％

)
⑥
汚

水
処

理
原

価
(
円

)
⑦

施
設

利
用

率
(
％

)
⑧

水
洗

化
率

(
％

)

【
1
,4
57
.0
6】

【
8
1
28
】

【
4
0
31
】

【
2
50

2
5】

【
6
4
73
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

全
体

総
括

今
後
は
施
設
の
老
朽
化
に
よ
る
修
繕
コ
ス
ト
の
増
加
が
予
想

さ
れ
る
た
め
、
よ
り
一
層
の
加
入
促
進
を
行
う
こ
と
で
、
経

費
回
収
率
を
上
げ
る
と
共
に
、
長
寿
命
化
計
画
を
立
て
る
こ

と
で
適
切
な
維
持
管
理
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

現
時
点
で
は
、
比
較
的
施
設
が
新
し
い
た
め
、
管
渠
更
新
等

は
必
要
な
い
。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
使

用
料

対
象

の
捕

捉
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

0
.0
0

0
.0
2

0
.0
4

0
.0
6

0
.0
8

0
.1
0

0
.1
2

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

平
均

値
0
.1
0

0
.1
1

0
.0
5

0
.0
4

0
.0
7

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
5
6.
3
3

5
8.
3
5

5
6.
3
6

4
9.
3
1

5
4.
8
7

平
均

値
6
0.
7
5

6
2.
8
3

6
4.
6
3

6
6.
5
6

6
6.
2
2

0
.0
0

5
0.
0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

3
00
.
00

3
50
.
00

4
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該
値

3
03
.
09

2
92
.
26

3
02
.
64

3
57
.
68

3
23
.
47

平
均
値

2
56
.
00

2
50
.
43

2
45
.
75

2
44
.
29

2
46
.
72

0
.0
0

5
.0
0

1
0.
0
0

1
5.
0
0

2
0.
0
0

2
5.
0
0

3
0.
0
0

3
5.
0
0

4
0.
0
0

4
5.
0
0

5
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
1
8.
2
9

1
8.
2
9

2
3.
5
3

2
4.
8
3

2
5.
0
9

平
均

値
4
1.
5
9

4
2.
3
1

4
3.
6
5

4
3.
5
8

4
1.
3
5

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

8
0.
0
0

9
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
7
1.
1
4

6
8.
2
2

7
6.
5
2

7
8.
0
0

8
1.
3
9

平
均

値
8
0.
4
7

8
1.
3
0

8
2.
2
0

8
2.
3
5

8
2.
9
0

①
有

形
固

定
資

産
減
価
償
却
率
(
％
)

②
管

渠
老

朽
化

率
(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
8
1.

28
】

【
4
0.

31
】

【
2
50

.2
5】

【
6
4.

73
】

【
0
.1
0】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

※
　
法
適
用
企
業
と
類
似
団
体
区
分
が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て
い
ま
せ
ん
。

※
　
平
成
2
3
年
度
か
ら
平
成
2
5
年
度
に
お
け
る
各
指
標
の
類
似
団
体
平
均
値
は
、
当
時
の
事
業
数
を
基
に
算
出
し
て
い
ま
す
が
、
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
及
び
管
渠
改
善
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
6
年
度
の
事
業
数
を
基
に
類
似
団
体
平
均
値
を
算
出
し
て
い
ま
す
。
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グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
7
年

度
全

国
平

均

経
営

比
較

分
析

表
三

重
県

　
南

伊
勢

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

5
7
.
5
3

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
処

理
区

域
内

人
口

(
人

)
処

理
区

域
面

積
(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

法
非
適
用

下
水
道
事
業

漁
業
集
落
排
水

H
2

1
3
,
9
1
5

2
4
1
.
8
9

－

-
該
当
数
値
な
し

3
2
.
8
3

9
9
.
3
7

3
,
3
4
8

4
,
5
3
0

0
.
9
3

4
,
8
7
0
.
9
7

【
】

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

水
洗
化
比
率
は
、
類
似
団
体
の
平
均
値
を
上
回
っ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
接
続
率
は
良
好
と
い
え
る
が
、
現
在
も
管
路
整
備

が
継
続
中
の
た
め
、
今
後
は
整
備
完
了
後
の
加
入
率
が
課
題

と
な
っ
て
く
る
。

「
単

年
度

の
収

支
」

「
累

積
欠

損
」

「
支

払
能

力
」

「
債

務
残

高
」

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

8
0.
0
0

9
0.
0
0

1
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
8
7.
5
4

9
3.
3
0

8
6.
0
9

7
3.
1
8

7
9.
4
7

平
均

値

①
収

益
的

収
支

比
率

(
％
)

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該
値

平
均
値

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

2
00
.
00

4
00
.
00

6
00
.
00

8
00
.
00

1
,0
0
0.
0
0

1
,2
0
0.
0
0

1
,4
0
0.
0
0

1
,6
0
0.
0
0

1
,8
0
0.
0
0

2
,0
0
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
1
,0
9
2.
5
8

1
,0
9
1.
6
8

1
,0
0
6.
9
7

9
50
.
49

9
21
.
22

平
均

値
1
,7
2
3.
1
0

1
,6
6
5.
3
3

8
17
.
63

8
30
.
50

1
,0
2
9.
2
4

②
累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)
③

流
動

比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(
％

)

⑤
経

費
回

収
率

(
％

)
⑥
汚

水
処

理
原

価
(
円

)
⑦

施
設

利
用

率
(
％

)
⑧

水
洗

化
率

(
％

)

【
1
,0
52
.6
6】

【
7
7
87
】

【
3
3
90
】

【
4
24

5
8】

【
4
0
22
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

現
時
点
で
は
、
管
渠
の
更
新
に
つ
い
て
は
必
要
な
い
が
、
処

理
施
設
に
つ
い
て
は
、
一
部
の
施
設
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い

る
こ
と
か
ら
、
今
後
は
長
寿
命
化
対
策
に
よ
る
修
繕
計
画
を

立
て
る
こ
と
で
、
低
予
算
で
適
切
な
維
持
管
理
を
行
っ
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
使

用
料

対
象

の
捕

捉
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

一
部
処
理
施
設
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
引
き

続
き
維
持
修
繕
に
必
要
な
経
費
が
増
加
す
る
こ
と
が
予
測
さ

れ
る
た
め
、
経
費
回
収
率
の
減
少
が
予
測
さ
れ
る
。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

0
.0
0

0
.0
5

0
.1
0

0
.1
5

0
.2
0

0
.2
5

0
.3
0

0
.3
5

0
.4
0

0
.4
5

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

平
均

値
0
.4
0

0
.3
6

0
.1
4

0
.0
5

0
.1
8

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

8
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
6
7.
0
1

6
9.
4
9

6
2.
2
3

4
4.
8
4

5
1.
0
0

平
均

値
3
5.
9
1

3
7.
9
2

4
6.
3
1

4
3.
6
6

4
3.
1
3

0
.0
0

5
0.
0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

3
00
.
00

3
50
.
00

4
00
.
00

4
50
.
00

5
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該
値

2
55
.
96

2
48
.
46

2
78
.
40

3
98
.
25

3
52
.
93

平
均
値

4
59
.
38

4
38
.
71

3
49
.
08

3
82
.
09

3
92
.
03

0
.0
0

5
.0
0

1
0.
0
0

1
5.
0
0

2
0.
0
0

2
5.
0
0

3
0.
0
0

3
5.
0
0

4
0.
0
0

4
5.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
3
5.
2
4

-
-

-
2
7.
3
9

平
均

値
3
2.
0
4

3
3.
8
1

3
9.
4
2

3
9.
6
8

3
5.
6
4

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

8
0.
0
0

9
0.
0
0

1
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
7
9.
8
8

7
5.
6
3

8
5.
1
0

8
7.
4
2

8
9.
8
9

平
均

値
6
8.
8
6

6
8.
7
0

8
2.
9
7

8
3.
9
5

8
2.
9
2

①
有

形
固

定
資

産
減
価
償
却
率
(
％
)

②
管

渠
老

朽
化

率
(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
7
7.

87
】

【
3
3.

90
】

【
4
24

.5
8】

【
4
0.

22
】

【
0
.1
3】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

※
　
法
適
用
企
業
と
類
似
団
体
区
分
が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て
い
ま
せ
ん
。

※
　
平
成
2
3
年
度
か
ら
平
成
2
5
年
度
に
お
け
る
各
指
標
の
類
似
団
体
平
均
値
は
、
当
時
の
事
業
数
を
基
に
算
出
し
て
い
ま
す
が
、
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
及
び
管
渠
改
善
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
6
年
度
の
事
業
数
を
基
に
類
似
団
体
平
均
値
を
算
出
し
て
い
ま
す
。
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グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
7
年

度
全

国
平

均

経
営

比
較

分
析

表
三

重
県

　
南

伊
勢

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

5
7
.
5
3

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
処

理
区

域
内

人
口

(
人

)
処

理
区

域
面

積
(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

法
非
適
用

下
水
道
事
業

農
業
集
落
排
水

F
3

1
3
,
9
1
5

2
4
1
.
8
9

－

-
該
当
数
値
な
し

6
.
0
4

9
3
.
8
1

3
,
3
4
8

8
3
4

0
.
6
6

1
,
2
6
3
.
6
4

【
】

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

経
費
回
収
率
は
、
類
似
団
体
と
比
べ
上
回
っ
て
い
る
が
、
人

口
減
少
に
伴
い
、
回
収
率
の
減
少
が
予
測
さ
れ
る
。

「
単

年
度

の
収

支
」

「
累

積
欠

損
」

「
支

払
能

力
」

「
債

務
残

高
」

7
8.
0
0

8
0.
0
0

8
2.
0
0

8
4.
0
0

8
6.
0
0

8
8.
0
0

9
0.
0
0

9
2.
0
0

9
4.
0
0

9
6.
0
0

9
8.
0
0

1
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
9
7.
1
6

9
8.
6
2

8
6.
1
6

9
1.
2
1

9
1.
5
5

平
均

値

①
収

益
的

収
支

比
率

(
％
)

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該
値

平
均
値

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

2
00
.
00

4
00
.
00

6
00
.
00

8
00
.
00

1
,0
0
0.
0
0

1
,2
0
0.
0
0

1
,4
0
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
1
91
.
23

8
2.
0
5

3
0.
9
6

1
2.
9
5

1
7.
1
0

平
均

値
1
,2
2
4.
7
5

1
,1
4
4.
0
5

1
,1
1
7.
1
1

1
,1
6
1.
0
5

9
79
.
89

②
累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)
③

流
動

比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(
％

)

⑤
経

費
回

収
率

(
％

)
⑥
汚

水
処

理
原

価
(
円

)
⑦

施
設

利
用

率
(
％

)
⑧

水
洗

化
率

(
％

)

【
1
,0
15
.7
7】

【
8
4
50
】

【
5
2
74
】

【
2
89

8
1】

【
5
2
78
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

現
時
点
で
は
、
管
渠
の
更
新
等
の
必
要
が
無
い
た
め
、
適
切

な
維
持
管
理
を
行
う
こ
と
で
、
修
繕
等
の
経
費
を
削
減
し
て

い
く
。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
使

用
料

対
象

の
捕

捉
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

今
後
も
人
口
減
少
が
想
定
さ
れ
る
た
め
、
経
費
回
収
率
及
び

施
設
利
用
率
の
減
少
が
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
加
入
促
進

に
よ
り
有
収
率
を
向
上
さ
せ
、
維
持
管
理
費
用
を
軽
減
さ
せ

る
必
要
が
あ
る
。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

0
.0
0

0
.0
1

0
.0
2

0
.0
3

0
.0
4

0
.0
5

0
.0
6

0
.0
7

0
.0
8

0
.0
9

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.0
0

平
均

値
0
.0
8

0
.0
6

0
.0
4

0
.0
7

0
.0
2

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

0
.1
0

0
.2
0

0
.3
0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0
0

2
0.
0
0

4
0.
0
0

6
0.
0
0

8
0.
0
0

1
00
.
00

1
20
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
9
5.
6
4

9
3.
5
9

6
4.
6
4

6
1.
7
6

8
1.
0
2

平
均

値
4
2.
1
3

4
2.
4
8

4
1.
0
4

4
1.
0
8

4
1.
3
4

0
.0
0

5
0.
0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

3
00
.
00

3
50
.
00

4
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該
値

1
83
.
28

1
88
.
87

2
75
.
73

3
02
.
92

2
29
.
07

平
均
値

3
48
.
41

3
43
.
80

3
57
.
08

3
78
.
08

3
57
.
49

0
.0
0

5
.0
0

1
0.
0
0

1
5.
0
0

2
0.
0
0

2
5.
0
0

3
0.
0
0

3
5.
0
0

4
0.
0
0

4
5.
0
0

5
0.
0
0

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
4
1.
7
1

4
1.
7
1

4
1.
7
1

3
8.
6
3

3
9.
1
0

平
均

値
4
6.
8
5

4
6.
0
6

4
5.
9
5

4
4.
6
9

4
4.
6
9

0
.0
0

1
0.
0
0

2
0.
0
0

3
0.
0
0

4
0.
0
0

5
0.
0
0

6
0.
0
0

7
0.
0
0

8
0.
0
0

9
0.
0
0

1
00
.
00

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

当
該

値
8
2.
1
9

8
3.
7
0

8
5.
2
4

9
1.
3
0

9
3.
1
7

平
均

値
7
3.
7
8

7
2.
9
9

7
1.
9
7

7
0.
5
9

6
9.
6
7

①
有

形
固

定
資

産
減
価
償
却
率
(
％
)

②
管

渠
老

朽
化

率
(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
8
4.

50
】

【
5
2.

74
】

【
2
89

.8
1】

【
5
2.

78
】

【
0
.0
3】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

※
　
法
適
用
企
業
と
類
似
団
体
区
分
が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て
い
ま
せ
ん
。

※
　
平
成
2
3
年
度
か
ら
平
成
2
5
年
度
に
お
け
る
各
指
標
の
類
似
団
体
平
均
値
は
、
当
時
の
事
業
数
を
基
に
算
出
し
て
い
ま
す
が
、
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
及
び
管
渠
改
善
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
6
年
度
の
事
業
数
を
基
に
類
似
団
体
平
均
値
を
算
出
し
て
い
ま
す
。
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第３章 経営の基本方針 

 本町の下水道事業は、生活環境の改善・公共用水域の水質保全（汚水の排除）

を目的として、鋭意整備が進められてきた。今後、下水道整備の時代から維持

管理の時代に移行していく中で、将来にわたって、持続可能で安定した下水道

サービスを町民の皆様に提供していくことが重要になってくる。 

 しかしながら、施設の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収

入の減少等により、経営環境は厳しさを増している状況である。 

 今回、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、下記重点項

目に取り組むことにより、必要な住民サービスを安定的に継続することを基本

方針とする。 

 

 【経営安定化のための基本方針】 

○施設の改築・更新は、ストックマネジメント計画や施設の統廃合計画等に

より、計画的な改築・更新を行い、経費の削減を図る。 

 ○広報活動（広報誌や HP 掲載等）による水洗化率の向上に努め、安定した使

用料収入の確保に努める。また、ストックマネジメント計画の活用により、

維持管理に係る経費削減に努め、一般会計からの基準外繰入を最小限に抑え

る。 
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第４章 投資・財政計画 

4-1 試算条件 

 以下に、投資・財政計画の試算条件を示す。 

 

表 4-1 試算条件 

 

試算条件

決算統計より。
予算額を計上。
下記条件による試算値。

営業収益

料金収入（下水道使用料）
将来の水洗化世帯数を推計し、現況の使用料と水洗化世帯の割合より、将
来の使用料を算定。

営業外収益

他会計繰入金
H28年度値と同額を繰り入れると仮定。
そのうち、基準内繰入額は、H27実績と同程度を繰り入れると仮定。

営業費用
職員給与費 平成28年度予算額を固定。
その他 〃

営業外費用
支払利息 起債償還表より。

町計画より。
H28年度値と同額を繰り入れると仮定。
そのうち、基準内繰入額は、H27実績と同程度を繰り入れると仮定。
町計画より。

町計画より。
起債償還表より。

国・県補助金
資本的支出

建設改良費
地方債償還金

資本的支出
資本的収入

地方債

他会計補助金

収益的収入

収益的支出

項　　　目
試算期間

H28年
H29～H37年

収益的収支

H26,H27年
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表 4-2 現行の下水道使用料単価 

 

 

4-3 投資・財政計画（収支計画） 

 次頁以降に、各事業の投資・財政計画（収支計画）を示す。 
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様
式

第
2
号

（
法

非
適

用
企

業
）

投
資

・
財

政
計

画
（
特

定
環

境
保

全
公

共
下

水
道

事
業

）
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）
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算
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込
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)
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4
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0

1
5
7
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2
8

1
7
1
,7

6
8

1
7
2
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7
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1
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9
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0
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4
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0
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0
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2
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3
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2
6
,7
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3

2
6
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3
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4
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4
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)

ウ

（
２

）
1
1
8
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9

1
2
7
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8

1
4
1
,7
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6

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8
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0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0
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1
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9
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8

1
4
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6
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0
0

1
4
1
,8

0
0
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4
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0
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0
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0
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0
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)
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0
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0
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0
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0
0

6
9
,6

0
0

6
9
,6

0
0

6
9
,6

0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
0

5
8
,7

0
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0
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0
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0
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0
1

8
4
,0

4
1

8
4
,8

7
3

8
5
,6

4
5

8
6
,2

7
0

8
6
,8

0
4

8
7
,2

3
5

8
7
,2

8
6

1
(F

)
1
0
8

5
9
0

3
7

7
5
5

1
2
3

6
2
1

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

3
7

6
0
0

H
3
7

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

本
年

度
H

2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

収 益 的 支 出

総
費

用

営
業

費
用

職
員

給
与

費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他

H
3
4

H
3
5

H
3
6

営
業

外
費

用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息

そ
の

他

収
支

差
引

(A
)-

(D
)

そ
の

他

営
業

外
収

益

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

資
本

的
収

入
1

(F
)

1
0
8
,5

9
0

3
7
,7

5
5

1
2
3
,6

2
1

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

（
１

）
1
9
,0

0
0

4
,0

0
0

2
1
,5

0
0

（
２

）
6
9
,3

7
4

3
3
,7

5
5

3
7
,6

2
1

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

（３
）

（４
）

（
５

）
2
0
,2

1
6

6
4
,5

0
0

（６
）

（７
）

２
(G

)
1
6
9
,8

9
9

1
1
5
,3

5
2

1
3
3
,4

5
4

1
1
1
,4

7
7

1
1
2
,6

7
7

1
0
7
,4

4
6

9
4
,6

5
9

8
0
,8

4
4

7
6
,2

3
5

6
8
,8

5
6

6
1
,5

3
7

5
5
,6

8
9

（
１

）
4
8
,4

8
0

1
1
,3

0
4

2
1
,5

0
0

（
２

）
(H

)
1
2
1
,4

1
9

1
0
4
,0

4
8

1
1
1
,9

5
4

1
1
1
,4

7
7

1
1
2
,6

7
7

1
0
7
,4

4
6

9
4
,6

5
9

8
0
,8

4
4

7
6
,2

3
5

6
8
,8

5
6

6
1
,5

3
7

5
5
,6

8
9

（３
）

（４
）

（５
）

３
(I
)

△
 6

1
,3

0
9

△
 7

7
,5

9
7

△
 9

,8
3
3

△
 7

3
,8

7
7

△
 7

5
,0

7
7

△
 6

9
,8

4
6

△
 5

7
,0

5
9

△
 4

3
,2

4
4

△
 3

8
,6

3
5

△
 3

1
,2

5
6

△
 2

3
,9

3
7

△
 1

8
,0

8
9

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入

地
方

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
補

助
金

他
会

計
借

入
金

固
定

資
産

売
却

代
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金

収
支

差
引

(F
)-

(G
)

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

地
方

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
金

返
還

金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他
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様
式

第
2
号

（
法

非
適

用
企

業
）

投
資

・
財

政
計

画
（
特

定
環

境
保

全
公

共
下

水
道

事
業

）
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

H
3
7

本
年

度
H

2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

(J
)

6
9
,1

1
0

8
,0

8
3

7
,9

2
4

1
4
,1

9
5

2
7
,8

1
4

4
2
,4

0
1

4
7
,6

3
5

5
5
,5

4
8

6
3
,2

9
8

6
9
,1

9
7

(K
)

(L
)

(M
)

(N
)

6
9
,1

1
0

8
,0

8
3

7
,9

2
4

1
4
,1

9
5

2
7
,8

1
4

4
2
,4

0
1

4
7
,6

3
5

5
5
,5

4
8

6
3
,2

9
8

6
9
,1

9
7

(O
)

(P
)

6
9
,1

1
0

8
,0

8
3

7
,9

2
4

1
4
,1

9
5

2
7
,8

1
4

4
2
,4

0
1

4
7
,6

3
5

5
5
,5

4
8

6
3
,2

9
8

6
9
,1

9
7

(Q
)

(Q
)

(B
)-

(C
)

(A
)

(D
)+

(H
)

(S
)

2
9
,5

9
1

3
0
,2

4
0

2
9
,9

9
2

3
1
,1

6
6

3
0
,4

4
6

2
9
,7

2
6

2
8
,9

0
3

2
8
,1

8
3

2
7
,4

6
3

2
6
,7

4
3

2
6
,0

2
3

2
4
,9

9
4

（
T
)

(U
)

収
支

再
差

引
(E

)+
(I
)

積
立

金

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(J
)-

(K
)+

(L
)-

(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-

(O
)

赤
字

収
益

的
収

支
比

率
（

×
1
0
0

）
7
1

8
6

赤
字

比
率

（
×

1
0
0

）

1
0
6

1
1
2

1
1
8

1
2
3

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
(R

)

8
4

8
5

8
5

8
8

9
5

1
0
3

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((

R
)/

(S
)×

1
0
0
)

(U
)

(V
)

(W
)

(X
)

1
,4

7
1
,2

8
5

1
,3

6
7
,2

3
7

1
,2

5
5
,2

8
3

1
,1

4
3
,8

0
6

1
,0

3
1
,1

2
9

9
2
3
,6

8
2

8
2
9
,0

2
3

7
4
8
,1

7
9

6
7
1
,9

4
4

6
0
3
,0

8
8

5
4
1
,5

5
1

4
8
5
,8

6
2

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
前

々
年

度
前

年
度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

1
1
8
,2

8
9

1
2
7
,1

8
8

1
4
1
,7

5
6

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
1
8
,0

7
3

1
2
7
,1

8
8

1
4
1
,7

5
6

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

1
4
1
,8

0
0

2
1
6

6
9
,3

7
4

3
3
,7

5
5

3
7
,6

2
1

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

3
7
,6

0
0

1
0
,8

2
8

1
,6

7
5

1
,8

6
7

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

1
,8

6
6

5
8
,5

4
6

3
2
,0

8
0

3
5
,7

5
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

3
5
,7

3
4

1
8
7
,6

6
3

1
6
0
,9

4
3

1
7
9
,3

7
7

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

1
7
9
,4

0
0

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額
健

全
化

法
施

行
令

第
1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(（

T
）
/
（
V

）
×

1
0
0
)

他
会

計
借

入
金

残
高

H
3
6

H
3
7

収
益

的
収

支
分

地
方

債
残

高

本
年

度
H

2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

H
3
3

H
3
4

H
3
5
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様
式

第
2
号

（
法

非
適

用
企

業
）

投
資

・
財

政
計

画
（
漁

業
集

落
排

水
事

業
）

（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

1
(A

)
2
0
4
,0

0
4

2
1
8
,0

5
4

2
4
2
,2

3
0

2
5
1
,2

6
9

2
5
0
,4

9
0

2
4
9
,7

1
2

2
4
8
,6

2
3

2
4
7
,8

0
6

2
4
7
,0

2
8

2
4
6
,2

1
1

2
4
5
,3

9
4

2
4
3
,9

5
5

（
１

）
(B

)
6
0
,4

1
6

6
0
,6

1
0

6
0
,1

1
5

6
9
,1

6
9

6
8
,3

9
0

6
7
,6

1
2

6
6
,5

2
3

6
5
,7

0
6

6
4
,9

2
8

6
4
,1

1
1

6
3
,2

9
4

6
1
,8

5
5

ア
6
0
,4

1
6

6
0
,6

1
0

6
0
,1

1
5

6
9
,1

6
9

6
8
,3

9
0

6
7
,6

1
2

6
6
,5

2
3

6
5
,7

0
6

6
4
,9

2
8

6
4
,1

1
1

6
3
,2

9
4

6
1
,8

5
5

イ
(C

)

ウ

（
２

）
1
4
3
,5

8
8

1
5
7
,4

4
4

1
8
2
,1

1
5

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

ア
1
4
3
,5

4
9

1
5
4
,9

9
9

1
8
2
,0

6
7

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

イ
3
9

2
,4

4
5

4
8

２
(D

)
1
6
6
,6

0
7

1
4
9
,3

3
6

1
9
5
,3

0
3

1
9
3
,3

9
6

1
9
1
,5

0
3

1
8
9
,7

2
6

1
8
8
,5

8
9

1
8
7
,1

9
6

1
8
5
,7

4
1

1
8
4
,3

9
9

1
8
2
,7

0
3

1
8
1
,1

9
5

（
１

）
1
3
4
,7

2
2

1
1
8
,8

4
6

1
6
6
,0

3
9

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

1
6
6
,1

0
0

ア
3
1
,7

7
4

2
9
,8

8
7

4
1
,7

5
5

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

4
1
,8

0
0

2
,7

9
4

2
,1

4
8

イ
1
0
2
,9

4
8

8
8
,9

5
9

1
2
4
,2

8
4

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

1
2
4
,3

0
0

（
２

）
3
1
,8

8
5

3
0
,4

9
0

2
9
,2

6
4

2
7
,2

9
6

2
5
,4

0
3

2
3
,6

2
6

2
2
,4

8
9

2
1
,0

9
6

1
9
,6

4
1

1
8
,2

9
9

1
6
,6

0
3

1
5
,0

9
5

ア
3
1
,8

8
5

3
0
,4

9
0

2
9
,2

6
4

2
7
,2

9
6

2
5
,4

0
3

2
3
,6

2
6

2
2
,4

8
9

2
1
,0

9
6

1
9
,6

4
1

1
8
,2

9
9

1
6
,6

0
3

1
5
,0

9
5

イ

３
(E

)
3
7
,3

9
7

6
8
,7

1
8

4
6
,9

2
7

5
7
,8

7
3

5
8
,9

8
7

5
9
,9

8
6

6
0
,0

3
4

6
0
,6

1
0

6
1
,2

8
7

6
1
,8

1
2

6
2
,6

9
1

6
2
,7

6
0

1
(F

)
2
3
4

8
2
1

2
4
9

4
7
0

1
7
5

5
6
8

8
6

0
0
0

9
9

3
0
0

1
6
0

1
0
0

1
3
1

6
0
0

1
2
2

1
0
0

1
2
2

1
0
0

7
4

6
0
0

7
4

6
0
0

7
4

6
0
0

う
ち

一
時

借
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業
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7
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業
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益
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金
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入
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益
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度
H
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9
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3
0
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3
1
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2
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3
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総
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用
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業

費
用

職
員

給
与

費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他

H
3
4

H
3
5

H
3
6

営
業

外
費

用

支
払

利
息

1
(F

)
2
3
4
,8

2
1

2
4
9
,4

7
0

1
7
5
,5

6
8

8
6
,0

0
0

9
9
,3

0
0

1
6
0
,1

0
0

1
3
1
,6

0
0

1
2
2
,1

0
0

1
2
2
,1

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

（
１

）
7
7
,9

0
0

9
4
,0

0
0

9
0
,0

0
0

5
,4

0
0

1
1
,7

0
0

4
0
,5

0
0

2
7
,0

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

（
２

）
6
8
,9

6
7

6
3
,5

1
8

7
4
,6

1
1

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

（３
）

（４
）

（
５

）
7
6
,7

7
2

7
8
,1

8
3

1
0
,9

5
7

6
,0

0
0

1
3
,0

0
0

4
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

2
5
,0

0
0

（
６

）
4
,8

6
0

5
,4

1
0

（
７

）
6
,3

2
2

8
,3

5
9

２
(G

)
2
6
3
,3

8
2

2
9
4
,6

9
7

2
9
5
,1

2
5

1
4
6
,7

5
7

1
6
1
,8

2
1

2
2
5
,3

4
5

1
9
2
,4

4
0

1
8
3
,9

5
4

1
7
2
,5

6
5

1
1
9
,7

0
2

1
0
0
,8

4
3

9
2
,1

3
6

（
１
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1
5
1
,2

1
1

1
6
9
,6

5
6

1
6
9
,7

6
9

1
2
,0

0
0

2
6
,0

0
0

9
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

（
２

）
(H

)
1
1
2
,1

7
1

1
2
5
,0

4
1

1
2
5
,3

5
6

1
3
4
,7

5
7

1
3
5
,8

2
1

1
3
5
,3

4
5

1
3
2
,4

4
0

1
3
3
,9

5
4

1
2
2
,5

6
5

1
1
9
,7

0
2

1
0
0
,8

4
3

9
2
,1

3
6

（３
）

（４
）

（５
）

３
(I
)

△
 2

8
,5

6
1

△
 4

5
,2

2
7

△
 1

1
9
,5

5
7

△
 6

0
,7

5
7

△
 6

2
,5

2
1

△
 6

5
,2

4
5

△
 6

0
,8

4
0

△
 6

1
,8

5
4

△
 5

0
,4

6
5

△
 4

5
,1

0
2

△
 2

6
,2

4
3

△
 1

7
,5

3
6

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

地
方

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
金

返
還

金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入

地
方

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
補

助
金

他
会

計
借

入
金

固
定

資
産

売
却

代
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金

収
支

差
引

(F
)-

(G
)
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（
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）
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H
3
7

本
年

度
H

2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

(J
)

8
,8

3
6

2
3
,4

9
1

△
 7

2
,6

3
0

△
 2

,8
8
4

△
 3

,5
3
4

△
 5

,2
5
9

△
 8

0
6

△
 1

,2
4
4

1
0
,8

2
2

1
6
,7

1
0

3
6
,4

4
8

4
5
,2

2
4

(K
)

8
,3

5
7

8
,3

5
7

(L
)

3
,2

0
0

3
,6

7
9

(M
)

(N
)

3
,6

7
9

1
8
,8

1
3

△
 7

2
,6

3
0

△
 2

,8
8
4

△
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,5
3
4

△
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5
9

△
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0
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△
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4
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1
0
,8

2
2

1
6
,7

1
0

3
6
,4

4
8

4
5
,2

2
4
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)

3
,6

7
9

1
8
,8

1
3

(P
)

1
0
,8

2
2

1
6
,7

1
0

3
6
,4

4
8

4
5
,2

2
4

(Q
)

△
 7

2
,6

3
0

△
 2

,8
8
4

△
 3

,5
3
4

△
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,2
5
9

△
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6

△
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4
4

(Q
)

(B
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(C
)

(A
)

(D
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(H
)

(S
)

6
0
,4

1
6

6
0
,6

1
0

6
0
,1

1
5

6
9
,1

6
9

6
8
,3

9
0

6
7
,6

1
2

6
6
,5

2
3

6
5
,7

0
6

6
4
,9

2
8

6
4
,1

1
1

6
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施
行
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収
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収
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×
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0
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3
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△
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2
1
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△
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△
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△
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△
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（
×

1
0
0
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0
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1
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(N
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繰
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(U
)

(V
)

(W
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)

2
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0
4
,8

2
0

1
,8

7
9
,7

7
9

1
,7

5
4
,4

2
3

1
,6
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5
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6

1
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0
0
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5

1
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9
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1
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9
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5

1
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9
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0
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6
9
,4
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8
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6
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7
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3
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9

1
5
4
,9

9
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8
2
,0

6
7

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
3
7
,2

2
7

1
5
4
,9

9
9

1
8
2
,0

6
7

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

1
8
2
,1

0
0

6
,3

2
2

6
8
,9

6
7

6
3
,5

1
8

7
4
,6

1
1

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

7
4
,6

0
0

5
0
7

5
3
2

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
2
5

6
8
,4

6
0

6
2
,9

8
6

7
3
,9

8
6

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

7
3
,9

7
5

2
1
2
,5

1
6

2
1
8
,5

1
7

2
5
6
,6

7
8

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

2
5
6
,7

0
0

う
ち

基
準

内
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入
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う
ち

基
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外
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う
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合
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H
3
3

H
3
4
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H
3
6

H
3
7

収
益

的
収

支
分

地
方

債
残

高

本
年
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H

2
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H
3
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H
3
1

H
3
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健
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化
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施
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規
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第
６

条
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T
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（
V

）
×

1
0
0
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他
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計
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入
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残
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(A

)
3
3
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4
6

2
7
,7

0
7

1
8
,1

5
9

1
8
,3

3
6

1
8
,0

6
3

1
7
,7

9
0

1
7
,4

7
9

1
7
,2

0
6

1
6
,9

3
3

1
6
,6

6
1

1
6
,3

8
8

1
6
,0

3
7

（
１

）
(B

)
1
0
,5

6
7

1
0
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1
9

1
0
,4

3
3

1
0
,6

3
6

1
0
,3

6
3

1
0
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9
0

9
,7

7
9

9
,5

0
6

9
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3
3
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,9

6
1

8
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8
8

8
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3
7

ア
1
0
,5

6
7

1
0
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1
9

1
0
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3
3

1
0
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3
6

1
0
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6
3

1
0
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9
0

9
,7

7
9

9
,5

0
6

9
,2

3
3

8
,9

6
1

8
,6

8
8

8
,3

3
7

イ
(C

)

ウ

（
２

）
2
2
,6

7
9

1
7
,1

8
8

7
,7

2
6

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

ア
1
9
,4

4
8

1
7
,1

8
8

7
,7

2
3

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

7
,7

0
0

イ
3
,2

3
1

3

２
(D

)
2
1
,8

3
0

1
7
,2

9
2

7
,0

6
2

6
,7

0
3

6
,3

8
4

6
,0

5
7

5
,7

2
1

5
,3

7
7

5
,0

2
4

4
,6

6
5

4
,3

2
4

4
,0

1
0

（
１
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1
7
,3

0
8

1
3
,0

7
5

3
,1

4
8

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

ア イ
1
7
,3

0
8

1
3
,0

7
5

3
,1

4
8

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

3
,1

0
0

（
２
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4
,5

2
2

4
,2

1
7

3
,9

1
4

3
,6
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3

3
,2

8
4

2
,9

5
7

2
,6
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1

2
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7

1
,9

2
4
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,5
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5

1
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4
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0
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3
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1
1
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0
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5

1
1
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9
7

1
1
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3
3

1
1
,6

7
9

1
1
,7

3
3

1
1
,7

5
8

1
1
,8

2
9

1
1
,9

0
9

1
1
,9

9
6

1
2
,0

6
4

1
2
,0

2
7

1
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)
3

2
0
5

2
5
5
6

6
2
4
9

1
1
0
0

1
1
0
0

1
1
0
0

1
1
0
0

1
1
0
0

1
1
0
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1
1
0
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1
1
0
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1
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第５章 効率化・経営健全化の取組み 

5-1 投資についての取組み 

①改良に関する事項 

 改築・更新は、管渠は布設から 30 年、処理場は機械・電気設備は設置から

15 年を目途に調査を実施し、調査結果を踏まえて、改築・更新を行っていく方

針である。 

 

②処理区統合に関する事項 

 今後、計画的な施設の改築・更新を行っていくために、処理区の統廃合も視

野に検討を行っていく方針である。 

 

・特定環境保全公共下水道事業 

平成 26 年度に中津浜浦浄化センターを廃止し、船越浄化センターに統合

したことで、３処理施設から２処理施設に減少となり、維持管理費の削減に

繋がっている。 

維持管理費削減の観点から、今後は、船越浄化センターと、五ヶ所・切原・

飯満浄化センターの統合が課題となってくるが、施設的には、五ヶ所・切原・

飯満浄化センターのほうが、船越浄化センターよりも新しく、処理能力も大

きいことから、船越浄化センターを五ヶ所・切原・飯満浄化センターへ統合

するのが一般的であると考えられる。しかし、五ヶ所・切原・飯満浄化セン

ターは、地盤が低いことから、地震時の津波による被害を受けやすいという

デメリットがあり、海抜 20m 以上の位置にある船越浄化センターのほうが、

防災面では優位である。 

ただし、施設の統合については、老朽化に伴う改築更新費や、処理能力に

ついての検討が必要となってくる。 

 

・農業集落排水事業 

穂原東地区については、他の処理区と離れていることから、他の処理区へ

の統合は、新たな管路工事等に莫大な費用が必要となるため、現実的ではな

いと考える。 

 

・漁業集落排水事業 

漁業集落排水施設は、町全体で６施設あるが、統廃合が可能な施設として

は、田曽浦浄化センターと宿浦浄化センターの２施設が考えられる。両施設
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は６施設の中でも唯一処理区が隣接する施設であるため、施設統合は可能と

考えられる。しかし現在の状況は、両施設とも流入量に対する処理能力に余

裕がないため、統合するには施設の能力アップや、増設等の対応が必要とな

る。 

また、防災面では、地震時での津波の影響を考慮すると、高台に建設され

ている宿浦浄化センターへの統合が望ましいと考えるが、施設の老朽化が激

しいことから、改築更新費に多額の費用が発生する可能性がある。 

 

各処理区の統合に関しては、今後の施設の更新需要、人口や使用水量の動向

などに注視しながら、各処理区の状況把握を行い、効率的な維持管理を行うた

めの統合計画について検討していく必要がある。 

 

③投資の平準化に関する事項 

 今後、増加する建設改良費について、将来的に策定予定であるストックマネ

ジメント計画に基づき、改築更新の優先順位を設定し、事業費の平準化を行い、

効率的・効果的に改築更新を行っていく方針である。 

 

5-2 財源についての取組み 

①下水道の早期水洗化に関する事項 

 下水道の整備が完了しても、下水道に接続されない限り、公衆衛生の向上と

いった本来の下水道の役割を果たすことができないばかりか、使用料収入の増

加も見込めない。しかしながら、高齢化世帯の増加等により、接続がなかなか

進まない状況であることも事実である。よって、下水道の供用が開始された際

には、広報活動（広報誌、HP 掲載等）により、速やかに接続していただくよう

に早期水洗化に努める。 

 

②下水道使用料の見直しに関する事項 

 当面は、現行の料金水準による下水道使用料で経営を行っていく方針である

が、将来的には、施設の更新需要及び、水需要や財務状況などの検証を行いな

がら、適正な使用料水準の設定について、検討していく必要がある。 

 

5-3 投資以外の経費についての取組み 

①組織、人材に関する事項 

 現在の上下水道課の職員数は９人で、内排水係は４人ある。今後、下水道の

23



整備、改築・更新、維持管理といった業務量は増加することが予想されるため、

適切な人材や職員数を配置する必要がある。しかしながら、人口が減少傾向に

ある中で、職員数の増加は見込めない状況である。よって、包括的民間委託等

の民間委託、PPP/PFI といった、民間活力を導入していくことについても、今

後検討していく必要がある。 

 また、技術職員の退職に伴い、若手職員への技術継承を行っていくことや、

維持管理や災害対応等に関する研修会への参加による人材育成も継続的に行っ

ていく必要がある。 

 

②民間活力の活用に関する事項 

 上記でも記載しているが、今後増大する業務量に対して、安定した下水道事

業を運営していくためには、民間活力やノウハウを活用していく必要がある。

ただし、民間活力を導入する際には、メリット・デメリット、コスト削減効果

等を十分に検討し、導入についての判断を行う必要がある。 

 

5-4 その他の取組み 

①危機管理対策に関する事項 

 地震や津波等の災害発生時に、人・モノ等が被災した場合においても、業務

を速やかに復旧、又は継続できるように、組織の体制、行動計画等を取りまと

めた、「業務継続計画（BCP 計画）」を策定する必要がある。 
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第６章 経営戦略の進捗管理 

 今回、策定した経営戦略は、毎年度進捗管理（ローリング）を行うとともに、

５年を目安に計画の見直しを行うこととする。 

 見直しにあたっては、PDCA サイクル（計画策定：Plan、実施：Do、検証：Check、

見直し：Action）を活用し、投資・財政計画の実績とのかい離やその原因分析

を行い、その結果を計画に反映させる。また、実績とのかい離が著しい場合に

は、収支予測方法や収支ギャップ解消に向けた取組等についても見直しを行う

こととする。 

 また、毎年度の進捗管理にあたっては、経営比較分析表の各種経営指標を活

用することより、進捗管理を行うこととする。あわせて、行政内部による進捗

管理だけではなく、学識経験者等の外部の意見を取り入れる等、チェック体制

についても今後検討していく方針である。 
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